
政策立案に必要な 将来社会 ( ビジョン ) の 究は ついての一考察 

緒方三郎 ( 未来工 研 ) , 0 中川尚志 ( 内閣府経済社会総合研 ノ 科学技術振興機構 ) 

ェ 。 はじめに 

渡辺記俳会、 ( 財 ) 未来工学研究所、 ( 株 ) 科学新聞社を 主催機関として、 

平成 毬 年 7 同 28 日「知識社会とは 何か」シンポジウムが 行われた。 同シンポジウムは 、 平 

論文は 、 同プロジ ヱ した筆者がその 政策的含意をま 

とめたものであ る。 

2. プロジ ヱク ㌻全体像 

要は以下の通りであ る。 

( 趣旨 )   
( プロジェクト 期間 ) 

調査研究 : 平成 捧 年 2 月 -5 月 ) 
懸賞論文 : 平成 憾年恩月 -6 月 @ 募集 ) 6 月 -7 月 ( 審査 )   
( ( 実施機関 財 ) 新技術振興渡辺記俳会 ) プ コジェクト資金 
( 財 ) 未来工学研究所 調査研究、 シンポジウム   懸賞論文、 シンポジウム 
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3. インタビュ一調査プロジェクト 概要 

本調査は。 財団法人新技術振興渡辺記俳会の 研究資金提供により、 知識社会研究会 ( 主査     

S 次郎。 一橋大学大学院教授 ) 、 内閣府経済社会総合研究所の 協力を得て、 財団法人未来 

工学研究所が 平成⑱年 2 月から 5 児にかけて実施した 

実施し、 花字後の日本の 姿 ( 実現したい知識社会 像 ) 

究 機関㈹ 名 。 腱   市民団体召名、 産業界 恩名 、 行政関係 2 名、 地方公共団体 

長 3 名、 教育関係 2 名、 マスコミ。 編集者 2 名、 福祉団体 2 名、 弁 土工名、 スポーツ関係 

者 ヱ名。 美術工芸作家 ] 名であ る。 

インタビュー 結 は 、 カルテと称する 1 紋紙 に 「キープー 

「ビジョン」等の 項目でまとめた。 また 

と 知識 れ 「人身の 

化と知識 ぬ 「公共のガバナンス 

今回の調査においては、 プロジェクト 期間の制約から。 インタビュ一対象。 数等制限があ 

り 必ずしも、 完全な知識社会 像 が見出せたわけではない。 調査のまとめ 方としてのカルテ 

こ ついてもこれか 

のではないかと 考える " 

その結果。 全国から 20 代 30 代を中心に 

タベース化を 図り。 新たな知識社会 像 

の 抽出を試みる 予定であ る。 

テーマ f 知識社会とぼ 何か ? 
-25 年後に実現きせたい 知識社会の姿 刊 

              ぱ日 ( 月 )  をヌ進 

ンターネ ツ ㌻ 

33 泊 

( アンケート調五達より 

  刀 ) つ 

  ア 
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5 。 政策立案におけるビジョン ( 将来社会 像 ) について 

今回のプロジェクトでは、 「知識社会 らかにすること」を 当初の目標にした。 趣旨に 

もあ るとおり、 様々な識者により 様々な知識社会が 語られている ( 堺屋太一氏「知価革命」 

ドラッガ一反「ポスト 資本主義社会」、 A 。 トフラー 氏 「第姉の波」、 ダ _- エル。 ベル 氏 「 脱 工業社 

会の到来コなど ) が、 これという確立されたものがない。 そういう状態の 中で、 将来社会を作 

のか ( 例えば。 教育政策。 子供達はどのような 能力を 

身につけるべきであ ろうか。 例えば。 工業化社会と 知識社会で違 い はあ るのか ") という問題意識 

をもって企画した。 つまり、 正しい時代認識無しに 正しい政策が 立案できるはずがないという 前提 

で、 その正しい 時 ろ うか 。 と問うているのであ る。 特に 、 懸 

賞 論文でほ。 テーマに「 25 卒後に実現さ 姿 」というフレーズを 入れて。 「 姿 」、 

すなね ち、 「ビジョン」を 描いてもらお うと 意図した。 これは 来社会をビジョンとして 

ととらえ。 政策はそ 

ほ ついて、 最近の科学技術政策の 形成過程等から 関係す 

るものを抜き 出してきたものであ る。 
 
 

藩 ㈹ 虫 ) 

h 珪 p://crds づ st 咀 o 而 /about/mis 亜 on.html 

薄 審議会等 

科学技術。 学術審議会人材委員会「科学技術と 社会 れづ 視点 @ こ 立った人材養成を 目指して ( 第 3 次提言 泊 
平成 16 年 7 月Ⅸ 日 

ついて ( 研究費部会報告 )1 平成 lf 年 I2 月Ⅳ 日 

平成 16 年は月㏄ 日 

策は ついて ( 学術研究推進部 

平成 17 年 胡 11 目 

研究の推進方策について ( 意 

                                                                                                                                                                                                                                                  l7  日   
平成 ょ T 年 - ア 月 20 ・ 日 

総合科学技術会議基本政策専門調査会第Ⅸ 回 開催 平成 ¥T 年は月れ 日       
勤 参加型調査手法等 
r 「需要」側からの 科学技術政策の 展開」 ( 平成 14-15 年科学技術振興調整 費 ; 科学技術政策提言 パ   
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6. まとめ 

政策立案に当って、 現在社会がどのような 社会であ るかという 重要であ ると考える。 

政策立案にとって は、 そ 社会が将来どのように 

いうビジョンも 同様に重要であ る。 今回紹介した 知識社会プロジェクトは、 「知識社会とは 何か」 

という知識社会を 知りたい、 という問いと 共に、 将来社会をほど う あ りたいか、 を 間 予ていたプロ 

ジェク ト であ った。 

近年、 社会ビジョンや 政策を作成するにあ って、 国民の直接の 声が重要視されている。 その要因 

はいろいろと 考えられる ' が 、 国民の声を掴む 的 な 方法が確立されたとは 言いがたい状況にあ る。 パ 

プぴック コメント や ウシ ミーティン グ といった方法が 定着しつつあ るが、 その声を政策に 反映させる仕組み 

は甚だ不十分 2 であ る。 この欠陥を補 う ためには。 国民の意見を 抽出する調査方法が 高度化され、 政策立 

案に使える形で 抽 されるようになることが 望ましい " 

参加型手法等の 調査方法が盛んに 研究され、 一部の先進的な 地方自治体等では 実施もされている。 

。 ということに 注カ すべきであ る。 政策立案に必要な 情報は、 国民の意 

筆者は審議会のお 墨付きによる 政策形成に疑問を 感じている " 審議会委員は 、 何を代表して 意見 

を言っているのか。 その立場の意見が 当該政策に必要であ ることは如何に 担保されているのか。 国 

民の政策 =- 一 ズを 反映しているのか " 確固たる政策ニーズがあ り。 それを満たす 手段を検討する、 

そのための最適な 手段はなにか、 ということが 政策立案ではないかと 考える。 政策ニーズ と 

段を結ぶには 高度な専門的知識が 必要であ ろう。 むしろ。 いわゆる 、 モ一 知識生産のような 

コラボレーションによってしか 牢決 できないかもしれない。 それを施策に 落とし込む 

のは。 日本にあ っては、 まさに官僚のプロフェッショナル 社 役割ではなかと 考える。 官僚では成し 

が、 政策研究に求められているものではなか 

  
今回紹介した 知識社会プロジェクトは。 手法としてば 甚だ未完成なものではあ るが、 政策立案に 

必要な将来社会 ( ビジョン ) を探る一つの 試みとして評価され、 政策研究の発展に 資することがで りノ @ 
， 社会の成熟化に 伴う価値観ノライフスタイルの 多様化。 行政アカウンタビリティ 一の向上の要請、 政策に対する 正当   
                                        パブリックコメントの 消極的対応 ( 審議会等での 議論でほぼ確定された 案をパブリックコメントに か @. ナ 

ることが定常化 " 新たなアイデアを 募集するような 積極的な意見の 取込みば行われない。 ) 2) 各地で行われるタクンミ 
ーティンバに 毎回出席し。 発言し、 議事録 @ 「残ることで、 政策形成に影響力を 保持しょうとする 組織的活動、 等 。 

                                                                                                                      専門家として。 @ スペシ ャ       Ⅰ - 「起業家 - r ビジネスマⅠ「研究者 J @ 芸術家」 
r 政治家」 i 市民。 主婦。 学生。 子ども」を想定し、 懸賞論文募集ポスタ 一のポンチ絵に 書き込んでいる。 

  


